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1 

 

 

 

本町の長期的な人口の推移をみると、1980 年の 25,321 人をピークとして減少が続き、国立社

会保障・人口問題研究所（以下「社人研」という。）の推計によると、2050 年に人口が 6,703 人

となることが見込まれています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



2 

 

本町の人口を年齢３区分別に整理すると、年少人口（０歳～14 歳）及び生産年齢人口（15 歳～

64 歳）は、1980 年以降継続して減少傾向にあります。また、老年人口（65 歳以上）は、1980

年以降 2010 年まで増加傾向にありましたが、その後は減少に転じています。なお、老年人口は

1995 年には年少人口を上回り、2040 年には生産年齢人口を上回ることが見込まれています。 
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1980 年は年少人口が多く、ピラミッド型の構造でしたが、以降は出生数の減少と高齢化の進行

が続いています。2000 年には若年層の減少が目立ちはじめ、2020 年には高齢者人口が年齢別で

最多層となりました。2040 年には 75 歳以上が全体の大きな割合を占め、人口ピラミッドは逆三

角形型になります。 
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自然減・社会減のいずれも継続しており、人口減少が常態化しています。自然増減はすべての年

でマイナスとなっており、出生数が死亡数を大きく下回る状況が続いています。特に 2019 年以降

は、年間でおおむね 200 人前後の自然減が継続的に発生しています。社会増減についても、全期間

を通じてマイナスで推移しています。なかでも 2015 年と 2018 年には、それぞれ 145 人、157

人の社会減が見られ、比較的大きな流出が生じました。2021 年には一時的に 73 人まで縮小した

ものの、翌 2022 年には再び 123 人と増加しております。 
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出生数は年々減少傾向にあり、2013 年の 97 人から 2022 年には 63 人となり、10 年間で約

35％の減少となっています。2019 年以降は出生数が 60 人台から 70 人台前半で推移しており、

少子化の進行が顕著です。 

死亡数は年間 200 人台で推移しており、2015 年以降はおおむね 230 人から 270 人の範囲に

収まっています。これは高齢化の進行を反映したものであり、出生数を大きく上回る死亡数により、

自然減（死亡超過）による人口減少が常態化しています。 

転入・転出の数は年によって多少の変動があるものの、一貫して転出超過の状態が続いています。

特に 2015 年や 2018 年には転出者が 500 人を超え、社会減が大きくなりました。2022 年にお

いても、転入者が 300 人にとどまる一方で、転出者は 423 人となっており、転出超過が 120 人

を超えるなど、社会減の傾向は依然として収束していません。 
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合計特殊出生率は、1人の女性が一生のうちに産む子どもの数を示す指標です。人口を維持するた

めに必要とされる合計特殊出生率（人口置換水準）は、おおよそ 2.07 とされています。本町の合計

特殊出生率は、全国や岩手県の水準を上回っているものの、年々減少傾向にあり、あわせて母数で

ある出産可能年齢の女性人口も減少していることから、出生数そのものも減少しています。 
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本町における 1980 年から 2020 年までの未婚率の推移を、結婚適齢期とされる 25～39 歳の

年齢層に限定してみると、男女で異なる傾向が見られます。 

男性では、特に 30 代の未婚率が大きく上昇しており、35～39 歳の区分では 1980 年の 8.0％

から 2020 年には 44.1％へと上昇しています。 

一方、女性では 20 代後半から 30 代前半にかけて未婚率の上昇が顕著であり、25～29 歳の区

分では 1980 年の 20.2％から 2020 年には 45.2％へと、上昇しています。 
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10 代後半から 20 代前半にかけての若年層では、進学や就職を契機とした町外への流出が顕著で

あり、2005 年から 2020 年の各 5 年間において、15～24 歳の年齢層では男女とも毎回 200 人

を超える減少が生じています。こうした傾向は長期にわたり継続しており、若年層の流出は常態化

しています。一方、25～29 歳の層では、男性は全期間で、女性も一部の期間で転入超過が見られ、

U ターンや移住による戻りの動きも一定程度確認されます。ただし、30 代以降では転出超過となる

期が多く、特に女性においては町外への流出が継続的にみられます。男性については期によりばら

つきがあるものの、総じて転出傾向が強く表れています。 
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2020 年から 2024 年にかけて、転出超過が特に多いのは岩手県内をはじめ、宮城県、首都圏で

あり、これらの地域への人口流出が社会減の主な要因となっています。 

県内の市町村別では、盛岡市への転出超過が最も多く、次いで北上市、釜石市、宮古市への転出

超過が目立ちます。これらの地域との人口移動が、本町の社会動態に大きな影響を与えていること

が分かります。 

 

 

  

 出典：住民基本台帳人口移動報告（総務省） 
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令和２年における本町の男女別産業大分類別就業者数をみると、男性では建設業が 867 人と最も

多く、次いで製造業 584 人、漁業 489 人となっています。 

女性では、医療・福祉が 687 人と最も多く、次いで卸売業・小売業 540 人、製造業 415 人と

なっています。 
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令和２年における山田町民の通勤先をみると、町内で働く人が 3,630 人と最も多くを占めていま

すが、町外への通勤も一定数存在し、特に宮古市（1,290 人）、釜石市（413 人）、大槌町（281

人）など、沿岸部の近隣市町村への通勤が目立ちます。一方、町内の事業所で働いている人の居住

地をみると、町民が大半を占めるものの、宮古市（746人）や大槌町（140人）、釜石市（72人）

などからの流入も多く、町外からの労働力を受け入れていることが分かります。 
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社人研の「令和 5（2023）年推計」によると、本町の人口は今後も継続的に減少を続け、2050

年には 6,703 人にまで減少すると見込まれています。 

さらに、「平成 25 年推計」と「令和５年推計」とを比較すると、2050 年時点で 1,396 人の差が

生じており、近年の推計では、従来よりも人口減少が一層深刻に見込まれていることが分かります。 
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本町の将来人口に及ぼす、自然増減（出生、死亡）及び社会増減（転入、転出）の影響度を分析す

るため、２つの仮定を用いてシミュレーションを行ったところ、2050 年において、シミュレーショ

ン１では 7,029 人、シミュレーション２では 8,963 人となりました。 

 

2030 年までに合計特殊出生率が 2.07 まで上昇し、

その後継続した場合 

シミュレーション１の仮定に加え、2030 年までに社

会増減が均衡し、その後継続した場合 

 

以上の結果から、社会増減は本町の将来人口に対して極めて大きな影響を及ぼす要因であることが

分かります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



14 

 

 

人口減少が進む中にあっても、町民が将来に夢や希望を持ち、安心して豊かに暮らし続けられるま

ちを実現するために、総合計画に掲げる施策を着実に推進してまいります。その実現に向けた施策の

検討・推進にあたり、前提となる将来人口を把握するため、出生および人口移動に着目したシミュレ

ーションを行いました。 

 

本町の合計特殊出生率は、全国および岩手県の水準を上回ってはいるものの、年々減少傾向にあ

り、人口規模を維持するために必要とされる 2.07 を大きく下回っています。また、本町の出産可能

年齢の女性人口は、絶対数として少ないため、仮に出生率 2.07 を達成したとしても、出生数の大幅

な増加は見込みにくい状況にあります。こうした中においても、町民が子どもを持つことに対して

抱えている不安や負担感を軽減し、子育て支援を一層充実させることで、合計特殊出生率の改善が

期待されます。 

本推計では、町民の結婚や出産に対する希望が実現されることを前提に、2040 年までに合計特

殊出生率が 1.80（国民希望出生率）に達するものと仮定しています。 

 

本町の人口移動の状況を見ると、特に若年層において転出超過の傾向が顕著です。具体的には、

高校卒業後の就職や大学等への進学期にあたる 10 代後半から、大学等の卒業後に就職を迎える 20

代前半にかけて、転出超過が大きくなっています。また、町内には大学や専門学校が存在せず、近

隣市町を含めた地域全体の産業構造を踏まえても、若者の進学先や就業先をすべて地域内で確保す

ることは困難であるのが現状です。このため、進学・就職に伴う転出をすべて抑制し、移動率をゼ

ロにすることは現実的ではありません。 

しかしながら、町内や宮古圏域における産業の育成や雇用の創出を進めることで、若者の U ター

ン等を促し、若年層の転出超過を緩和できる可能性があります。そこで本推計では、10 代後半から

20 代前半にかけて転出した人のうち、現時点の移動率に基づいて推定される U ターン者に加え、さ

らに１割が将来的に U ターンするものと仮定しています。 
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出生および人口移動に関する仮定を踏まえて、将来人口を推計すると、2050 年に 7,007 人とな

り、社人研推計に比べて約 300 人程度の人口減少の抑制が図られることになります 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


